
学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に
関する総合的なガイドラインに係る
フォローアップ調査結果（確定値）

令和７年５月

参考資料１－１

運動部
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調査の概要（確定値）

◆回答数：1,499
都道府県：46（回収率98％）
市町村（特別区を含む）：1,439（回収率83％）
うち政令指定都市：20（回収率100％）

※そのほか学校組合等14（回収率22%）

◆回答があった自治体の学校数（合計）：8,554校

◆回答があった自治体における運動部活動数：71,851部活

（※以降のページの各設問のn数は、当該設問の回答者数を示す。）

日 程：令和６年５月13日～６月７日（４週間）
対 象：47都道府県、1741市町村（特別区含む）、63事務組合
内 容：自治体の状況及びそれぞれが所管する中学校の部活動に関する調査
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１－１．協議会・推進計画の整備状況

3/4以上の自治体が、令和６年度中までに協議会を設置済もしくは設置予定と回答。
半数以上の自治体が、令和６年度中までに推進計画を策定済もしくは策定予定と回答。
一方、設置・策定の予定なしと回答した自治体もそれぞれ約１割見られる。

推進計画の策定状況
協議会の設置状況＼

策定済
策定予定

（令和６年度中）
検討中 予定なし 総計

設置済 398 220 261 51 930

設置予定
（令和６年度中） 15 94 92 10 211

検討中 8 7 196 12 223

設置したが解散した 7 1 4 0 12

設置予定なし 8 3 16 78 105

総計 436 325 569 151 1,481

①協議会 ②推進計画

932; 63%212; 14%

224; 15%

12; 1%
105; 7%

①設置済

②R6年度中に設置を予定している

③検討中

④設置したことはあるが解散した

⑤予定なし

436; 29%

326; 22%

570; 39%

151; 10%

①策定済

②R6年度中に策定を予定している

③検討中

④予定なし
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１－２．協議会・推進計画の整備状況（都道府県別）

全体的に協議会の設置は進んでいるが、推進計画の策定状況は地域差が大きい。
全体では約51%の自治体が令和６年度中までに推進計画を策定済もしくは策定予定と回答したが、
都道府県別では、域内の９割以上の自治体で令和６年度中に推進計画を策定済もしくは策定予定と
いう都道府県も見られる。

◆協議会の設置状況
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①設置済 ②R6年度中に設置を予定している ③検討中 ④設置したことはあるが解散した ⑤予定なし

◆推進計画の策定状況
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①策定済 ②R6年度中に策定を予定している ③検討中 ④予定なし



5

4878; 10%

1438; 3%

5465; 11%

36638; 76%

26048; 54%

2075; 4%

4073; 9%

15602; 33%

２－１．休日の部活動の地域連携・地域移行の動向（部活動数）

R5（実績） R6

R7

◆部活動数

地域移行（地域スポーツクラブ）

地域連携（合同部活動）

地域連携（部活動指導員の活用）

学校部活動

9958; 21%

2077; 4%

5692; 12%30232; 63%

16376; 37%

2221; 5%

5007; 11%

20425; 47%

※1 各年度の地域移行の部活動数は、
前年度までに地域移行を完了した部活動数も含む

※2 未定等により、年度ごとに回答率が異なるため、
合計値は一致しない

※3 調査票では、令和５年度～令和８年度の他、地域
移行（地域スポーツクラブ）は「令和９年度以降」
「時期未定」、地域連携・学校部活動は「時期
未定」の回答欄を設けたため、令和６年度以降の
集計には一部の部活動は含まれない

R8

令和５年度以降、地域移行（地域スポーツクラブでの活動）に取り組む部活動数（※1）は増加
している。令和７年度までには、23,604部活動（53%）が地域連携または地域移行（地域スポ
ーツクラブでの活動）を予定している。
※休日の部活動の実施に当たり、各類型で実施した／実施予定の部活動数を調査。

地域連携または地域移行を
実施する部活動数：

11,781部活動（24%）

17,727部活動
（37%）

32,196部活動
（67%）

23,604部活動
（53%）
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２－２．令和７年度の休日の部活動の地域連携・地域移行の動向
（自治体規模別・部活動数）

②人口１万人～３万人規模

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模

①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模

737; 44%

180; 11%
207; 12%

551; 33% 1993; 39%

242; 5%721; 14%

2129; 42% 2247; 43%

309; 6%656; 12%

2046; 39%
3205; 46%

390; 5%546; 8%

2877; 41%

2801; 35%

188; 2%

936; 12%

4095; 51%

1562; 24%

257; 4%

641; 10%

4018; 62%

2536; 37%

539; 8%938; 13%

2910; 42%

1025; 35%

100; 3%

304; 10%

1540; 52%

人口１万人未満の自治体では、地域連携（合同部活動）として実施予定の部活動の割合が約１割と
比較的高い。人口10万人未満の自治体では、地域移行（地域スポーツクラブ）として実施予定の
部活動の割合が比較的高い。人口50万人以上の自治体では、地域連携・地域移行として実施予定
の部活動の割合が低い。

地域移行（地域スポーツクラブ活動） 学校部活動地域連携（合同部活動） 地域連携（部活動指導員）

※1 各年度の地域移行の部活動数は、前年度までに地域移行を完了した部活動数も含む
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２－３．休日の部活動の地域連携・地域移行の動向（自治体数）

◆自治体数（各類型での活動を実施する自治体数）
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※1 各年度の地域移行を実施した自治体数は、前年度までに地域移行の取組を完了した自治体数も含む
※2 学校部活動は従来の活動形態であるため、「未定」の選択肢は設けていない
※3 未定等により、年度ごとに回答率が異なるため、合計値は一致しない

地域移行（地域スポーツクラブ）を実施する自治体数（※1）は令和６年度から漸増している。
学校部活動を実施する自治体数は令和６年度から、地域連携（合同部活動／部活動指導員の活用）
を実施する自治体数は令和７年度から漸減している。

R5 R6 R7  R8  未定

地域移行
（地域スポーツクラブ）

地域連携
（合同部活動）

地域連携
（部活動指導員の活用）

学校部活動

R5 R6 R7  R8  未定 R5 R6 R7  R8  未定 R5 R6 R7  R8

※休日の部活動の実施に当たり、部活動を各類型で実施した／実施予定の自治体数を調査。
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２－４．休日の部活動の地域移行・地域連携の動向（自治体規模別・自治体数）
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自治体の人口規模を問わず、学校部活動を実施する自治体の割合は漸減している。

地域移行（地域スポーツクラブ活動） 学校部活動地域連携（合同部活動） 地域連携（部活動指導員）

※1 各年度の地域移行を実施した自治体数は、前年度までに地域移行の取組を完了した自治体数も含む
※2 学校部活動は従来の活動形態であるため、「未定」の選択肢は設けていない

②人口１万人～３万人規模

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模

①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模

※回答のあった自治体の全数に対し、休日の活動として各類型での実施を予定している自治体数が占める割合を、自治体の人口規模別に集計。
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1481; 4%

966; 2%

4291; 11%

33390; 83%

2582; 7%

1424; 4%

4590; 12%

28310; 77%

3649; 13%

1394; 5%

3807; 13%20040; 69%

6296; 22%

1388; 5%

3472; 12%

17523; 61%

３－１．平日の部活動の地域連携・地域移行の動向（部活動数）

R5 R6

R7

◆部活動数

地域移行（地域スポーツクラブ）

地域連携（合同部活動）

地域連携（部活動指導員の活用）

学校部活動

R8

令和５年度以降、地域移行（地域スポーツクラブでの活動）に取り組む部活動数（※1）は増加
している。令和７年度までには、8,850部活動（31%）が地域連携または地域移行（地域スポー
ツクラブでの活動）を予定している。

地域連携または地域移行を
実施する部活動数：

6,738部活動（17%）

8,596部活動
（23%）

11,156部活動
（39%）

8,850部活動
（31%）

※1 各年度の地域移行の部活動数は、
前年度までに地域移行を完了した部活動数も含む

※2 未定等により、年度ごとに回答率が異なるため、
合計値は一致しない

※3 調査票では、令和５年度～令和８年度の他、地域
移行（地域スポーツクラブ）は「令和９年度以降」
「時期未定」、地域連携・学校部活動は「時期
未定」の選択肢を設けたため、令和６年度以降の
カウントでは一部の部活動が含まれていない

※平日の部活動の実施に当たり、各類型で実施した／実施予定の部活動数を調査。
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３－2．令和７年度の平日の部活動の地域連携・地域移行の動向
（自治体規模別・部活動数）

②人口１万人～３万人規模

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模

①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模

318; 26%

127; 10%

190; 16%

588; 48%

547; 17%

184; 6%

530; 16%1996; 61%

790; 22%

200; 5%

531; 14%

2144; 59%

447; 10%

233; 6%

435; 10%

3180; 74%

377; 7%

94; 2%

735; 14%

3988; 77%

536; 11%
234; 5%

591; 12%

3439; 72%

241; 6%
249; 6%

486; 12%

3053; 76%

338; 17%
59; 3%

260; 13%
1361; 67%

人口５万人未満の自治体では、地域移行（地域スポーツクラブ）または地域連携（合同部活動／
部活動指導員）として実施予定の部活動の割合が４割～５割程度と比較的高い。
また、人口１万人未満の自治体では地域連携（合同部活動）として実施予定の部活動の割合が
約１割と比較的高い。

地域移行（地域スポーツクラブ活動） 学校部活動地域連携（合同部活動） 地域連携（部活動指導員）

※1 各年度の地域移行の部活動数は、前年度までに地域移行を完了した部活動数も含む
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３－３．平日の部活動の地域連携・地域移行の動向（自治体数）

155

273

486

736

256
305

536

705

313

238

430

572

376

208

393

518

611

182
226

0

100

200

300

400

500

600

700

800

平日の部活動においても、休日同様、地域移行（地域スポーツクラブ）を実施する自治体数
（※1）は令和６年度から漸増している。
学校部活動を実施する自治体数は令和６年度から、地域連携（合同部活動／部活動指導員の活用）
を実施する自治体数は令和７年度から漸減している。

※平日の部活動の実施に当たり、部活動を各類型で実施した／実施予定の自治体数を調査。

※1 各年度の地域移行を実施した自治体数は、前年度までに地域移行の取組を完了した自治体数も含む
※2 学校部活動は従来の活動形態であるため、「未定」の選択肢は設けていない
※3 未定等により、年度ごとに回答率が異なるため、合計値は一致しない

R5 R6 R7  R8  未定

地域移行
（地域スポーツクラブ）

地域連携
（合同部活動）

地域連携
（部活動指導員の活用）

学校部活動

R5 R6 R7  R8  未定 R5 R6 R7  R8  未定 R5 R6 R7  R8

◆自治体数（域内で各形態での活動を実施する自治体数）
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３－４．平日の部活動の地域移行・地域連携の動向（自治体規模別・自治体数）

②人口１万人～３万人規模

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模

①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模
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自治体の人口規模を問わず、学校部活動の割合は漸減している。人口20万人未満の自治体では、
地域移行（地域スポーツクラブ）を実施する自治体の割合（※1）は漸増している。

地域移行（地域スポーツクラブ活動） 学校部活動地域連携（合同部活動） 地域連携（部活動指導員）

※1 各年度の地域移行を実施した自治体数は、前年度までに地域移行の取組を完了した自治体数も含む
※2 学校部活動は従来の活動形態であるため、「未定」の選択肢は設けていない

※回答のあった自治体の全数に対し、平日の活動として各類型での実施を予定している自治体が占める割合を、自治体の人口規模別に集計。
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４－１．運営団体・実施主体の形態（回答数 ※複数回答可）

運営団体は、「総合型地域スポーツクラブ」の回答が最も多く、次いで「行政部局直轄運営」、
「体育・スポーツ協会」の回答が多い。実施主体は、「総合型地域スポーツクラブ」の回答が最
も多く、次いで「体育・スポーツ協会」、「スポーツ少年団」の回答が多い。

※令和６年度時点での状況、または現時点での予定を調査。
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４－２．運営団体の形態（自治体規模別・回答数 ※複数回答可）

人口10万人未満の自治体では、「行政部局直轄」、「総合型地域スポーツクラブ」、「体育・ス
ポーツ協会」の回答が比較的多い。人口10万人以上の自治体では、「クラブチーム等」や「民間
事業者」の回答も比較的多く見られる。
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４－３．実施主体の形態（自治体規模別・回答数  ※複数回答可）

人口10万人未満の自治体では、「総合型地域スポーツ」、「スポーツ少年団」、「体育・スポー
ツ協会」の回答が多い。人口10万人以上の人口規模の自治体では、「クラブチーム等」や「民間
事業者」の回答も比較的多く見られる。
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５－１．地域スポーツクラブ活動の指導者の属性（回答数 ※複数回答可）
地域スポーツクラブの指導者の属性として、「教員の兼職兼業」の回答が最も多く、次いで
「スポーツ少年団の指導者」、「個別競技団体に所属する指導者」の回答が多い。

※令和６年度時点での状況、または現時点での予定を調査。
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員

⑫
教
員
の
兼
職
兼
業

⑬
学
校
事
務
職
員
の
兼
職
兼
業

⑭
地
域
お
こ
し
協
力
隊

⑮IC
T

を
活
用
し
た
遠
隔
地
の
指
導
者

⑯
大
学
・
大
学
院
生

⑰
専
門
学
校
生

⑱
保
護
者
・
同
窓
会

⑲
そ
の
他

（n=745）
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５－２．地域クラブ活動の指導者の質・量の確保に係る課題（回答数 ※複数回答可）

指導者の確保に係る課題として、「域内の指導者の情報把握」の回答が最も多く、次いで
「指導者への十分な待遇の用意」、「有資格者の指導者の少なさ」の回答が多い。

78.6%

59.1%
53.7%

58.6%

68.4%

27.3%

4.7%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

① 

域
内
の
指
導
者
の
情
報
把
握

② 

有
資
格
者
の
指
導
者
が
少
な
い

③ 

地
域
で
指
導
者
の
育
成
が
で
き
な
い

④ 

休
日
に
対
応
可
能
な
指
導
者
が
少
な
い

⑤ 

指
導
者
へ
の
十
分
な
待
遇
が
用
意
で
き
な
い

⑥ 

地
域
の
各
種
団
体
と
十
分
な
連
携
が
取
れ
な
い

⑦ 

そ
の
他

（n=748）
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５－３．地域クラブ活動の指導者の質・量の確保に係る課題
（自治体規模別・回答数  ※複数回答可）

人口規模の小さな自治体ほど、課題として認識している割合が高い。
「域内の指導者の情報把握」は、人口規模の大きな自治体において特に課題となっている。

77.9%

60.5%
57.4%

60.5%
69.2%

21.5%

3.1%
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40%
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80%

100%
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内
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の
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…
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資
格
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指
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が
…

③ 

地
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で
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の
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成
…

④ 

休
日
に
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応
可
能
な
指
…

⑤ 

指
導
者
へ
の
十
分
な
待
…

⑥ 

地
域
の
各
種
団
体
と
十
…

⑦ 

そ
の
他

65.0%

61.4%
53.6%

62.1%

55.7%

12.9%
6.4%
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…
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指
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者
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…
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そ
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他

n=140

②人口１万人～３万人規模

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模

①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模

n=195 80.3%

56.6%52.5%
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…
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…
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…
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…
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…
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…
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…
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６－１．多種目等の新しい活動の実施検討状況（自治体数）

「多様な種目等を体験する活動」、「レクリエーション的な活動」、「ユニバーサルスポーツ」は
４割程度の自治体が実施または実施検討段階にある。

27; 4%

148; 20%

558; 76%

ボルダリング、BMX、スラックライン、

パルクール、スケートボード、３×３、

ストリートダンス等のアーバンスポーツ

77; 11%

252; 

34%

406; 55%

休日や長期休暇期間中などにおいて

多様な種目等を体験する活動

66; 9%

267; 

36%

404; 55%

誰もが簡易に楽しみながら取り組む

ことができるレクリエーション的な活動

33; 5%

206; 

28%

495; 67%

シーズン制のように時期を分けることで

複数の種目や分野を経験できる活動

29; 4%

245; 

33%459; 63%

障害の有無に関わらず誰もが一緒に

参加できるユニバーサルスポーツ

実施している 実施を検討・調整している 実施の予定はない
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クラブ活動数の総数における多様な活動を実施する地域クラブ活動の割合

６－２．多種目等の新しい活動の実施検討状況（休日の地域クラブ活動数）

上記以外の地域クラブ活動数

生徒の多様なニーズや意見等を反映した活動、複数のスポーツを体験できる活動、
レクリエーション的な活動等を内容とした地域クラブ活動数

休日の活動において、地域クラブ活動数は漸増する見込みであり、令和７年度までに6,623クラブ
の整備が予定されている。一方、多種目等の新しい活動の割合は10％弱程度で推移する見込み。

※休日の部活動を移行した地域クラブ活動数の実施数／実施予定数を調査。

◆休日の地域クラブ活動数

255 457 567 715

3,190 

4,679 

5,489 

8,266 

7.4%

8.9%
9.4%

8.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

10.0%

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

10000

R5 R6 R7 R8

合計：3,445

合計：5,136

合計：6,056

合計：8,981



21

クラブ活動数の総数における多様な活動を実施する地域クラブ活動の割合

６－３．多種目等の新しい活動の実施検討状況（平日の地域クラブ活動数）

平日の活動においても、地域クラブ活動数は漸増する見込みであり、令和７年度までに2,102クラ
ブの整備が予定されている。多種目等の新しい活動の割合も、10％弱程度で推移する見込み。

※平日の部活動を移行した地域クラブ活動数の実施数／実施予定数を調査。

上記以外の地域クラブ活動数

生徒の多様なニーズや意見等を反映した活動、複数のスポーツを体験できる活動、
レクリエーション的な活動等を内容とした地域クラブ活動数

◆平日の地域クラブ活動数

111 183 201 283

1,151 

1,612 
1,700 

2,598 
8.8%

10.2%
10.6%

9.8%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

R5 R6 R7 R8

合計：1,262

合計：1,795
合計：1,901

合計：2,881
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７－１．地域クラブ活動の課題 上位4つ（回答数）

地域クラブ活動の課題として認識する事項について、「指導者の量の確保」の回答が最も多く、
次いで「持続可能な収支構造の構築」、「保護者・生徒への普及啓発・理解」、「自治体・学校と
運営団体・実施主体の連携体制の構築」の回答が多い。

59.4%

49.8%

14.2% 16.5%

45.4%

71.9%

31.7%

15.1%
19.2%

14.7%

7.4%
4.4%

15.3%

33.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

①
持
続
可
能
な
収
支
構
造
の
構
築

②
保
護
者
・
生
徒
の
普
及
啓
発
・
理
解

（
参
加
費
用
負
担
へ
の
理
解
含
む
）

③
学
校
関
係
者
の
普
及
啓
発
・
理
解

④
地
域
関
係
者
の
理
解

⑤
自
治
体
・
学
校
と
運
営
団
体
・
実
施
主
体
の

連
携
体
制
の
構
築

⑥
指
導
者
の
量
の
確
保

⑦
指
導
者
の
質
の
確
保

⑧
活
動
場
所
の
確
保

⑨
移
動
手
段
の
確
保

⑩
平
日
・
休
日
の
一
貫
指
導

⑪
大
会
参
加
・
引
率
規
定

⑫
大
会
運
営
体
制

⑬
参
加
費
用
（
負
担
軽
減
）
に
係
る
制
度
設
計

⑭
学
校
と
運
営
団
体
・
実
施
主
体
と
の

役
割
分
担
や
責
任
の
所
在

（n=1,462）
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７－２．地域クラブ活動の課題 上位4つ（自治体規模別・回答数）

人口10万人未満の人口規模の自治体では、「指導者の量の確保」の回答が最も多い。

②人口1万人～３万人規模①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

①
持
続
可
能
な
収
支
構
造
の
構
築

②
保
護
者
・
生
徒
の
普
及
啓
発
・
理
解
…

③
学
校
関
係
者
の
普
及
啓
発
・
理
解

④
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⑦
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⑧
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⑨
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⑩
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⑪
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…
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④
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⑤
自
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体
・
学
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と
運
営
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体
・
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主
体
の
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⑥
指
導
者
の
量
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⑦
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⑧
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⑨
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⑩
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⑪
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③
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④
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⑤
自
治
体
・
学
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運
営
団
体
・
実
施
主
体
の
…

⑥
指
導
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の
量
の
確
保

⑦
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確
保

⑧
活
動
場
所
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確
保

⑨
移
動
手
段
の
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保

⑩
平
日
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日
の
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指
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⑪
大
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参
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定

⑫
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運
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体
制
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に
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学
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③
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④
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自
治
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学
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と
運
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団
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・
実
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主
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…
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指
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の
量
の
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⑦
指
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者
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⑧
活
動
場
所
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⑨
移
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⑩
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⑪
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引
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定
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運
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に
係
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計

⑭
学
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と
運
営
団
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・
実
施
主
体
と
の
…

n=370 n=381 n=203 n=203
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７－２．地域クラブ活動の課題 上位4つ（自治体規模別・回答数）

人口10万人以上の人口規模の自治体では、「指導者の量の確保」に加え、「持続可能な収支構造
の構築」や「保護者・生徒への普及啓発・理解」の回答も比較的多く見られる。

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模
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８－１．コーディネーターの配置予定（自治体数）

半数以上の自治体が総括コーディネーターの配置または配置のための調整を行っている。
一方で、中学校区コーディネーターの配置または配置のための調整を行っている自治体は約３割
に留まる。

237; 32%

172; 23%

340; 45%

①配置している

②配置に向けて調整中

③配置の予定はない

◆総括コーディネーター ◆中学校区コーディネーター

83; 11%

137; 18%

526; 71%
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８－２．コーディネーターの属性（回答数 ※複数回答可）

◆総括コーディネーター

◆中学校区コーディネーター

総括コーディネーター、中学校区コーディネーターともに、コーディネーターの属性として、
「退職した教員」の回答が最も多く、次いで「常勤以外の行政職員」、「総合型地域スポーツ
クラブの職員等」、「常勤行政職員」の回答が多い。

※令和６年度時点での状況、または現時点での予定を調査。
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⑦
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⑧
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⑨
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⑪
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⑦
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⑧
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⑨
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⑪
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（n=236）

（n=82）
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９－１．部活動指導員の必要性（部活動指導員の任用実績／予定人数）

部活動指導員の任用人数は、令和５年度から令和６年度にかけて約21%増加する見込みであり、
部活動指導員の必要性が高まっている。

※任用した／任用予定の部活動指導員数を調査。

8468

10244
10626

10849

0
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4000
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10000

12000
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実績 予定

21%増

（n=1,437）
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９－２．部活動指導員を配置したことによる効果（回答数 ※複数回答可）

部活動指導員配置の効果として、「より技術的な指導ができるようになり、指導体制が充実した」
と「教員の在校時間等が減少した」の回答が他の回答と比較して著しく多く見られる。
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10－１．地域連携の進捗（回答数 ※複数回答可）

令和６年度時点の地域連携の状況として、部活動指導員を確保している自治体が比較的多い。

※令和６年度時点での地域連携の状況を調査。
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（n=1,368）
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10－２．地域連携の進捗（自治体規模別・回答数 ※複数回答可）

人口１万人以上の自治体では「部活動指導員の確保」や「合同部活動」といった取組をすでに
進めている自治体が比較的多く見られる。
一方、人口１万人未満の小規模な自治体では、「検討・協議中」の自治体も比較的多い。
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10－3．地域連携・地域移行の各種施策の実施状況：説明会等（自治体数）

◆生徒・保護者等に向けた説明会等 ◆地域住民に向けた説明会等

生徒や保護者に向けた説明会を実施した自治体は約３割を占める。
一方、地域住民に向けた説明会を実施した自治体は約１割に留まる。

10; 1%

239; 16%

202; 14%

685; 46%

347; 23%

①生徒向けに実施

②保護者向けに実施

③生徒・保護者向けに実施

④検討・協議中

⑤予定なし

138; 9%
35; 3%

622; 42%

687; 46%

①実施した

②取組中

③検討・調整中

④予定なし
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10－4．地域連携・地域移行の各種施策の実施状況
：運営団体等の検討（自治体数）

◆運営団体の検討状況 ◆実施主体の検討状況

運営団体、実施主体について、すでに決定した自治体はそれぞれ約15%。
決定のめどが立っていない、もしくは決定の予定がない自治体はそれぞれ約４割。

210; 14%

512; 34%

158; 11%

370; 25%

233; 16%

①決定した

②調整・協議中

③めどは立てているが具体的な協議には至っていない

④めども立っていない

⑤予定なし

226; 15%

563; 38%

157; 11%

349; 23%

187; 13%
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10－5．地域連携・地域移行の各種施策の実施状況：人材の確保（自治体数）

◆地域連携・地域移行に関与しうる
地域人材の把握

◆人材バンクやマッチングの仕組みづくり

地域連携・地域移行に関与しうる地域人材の把握を実施している自治体は45%。
人材と部活動／地域クラブとのマッチングの仕組みを構築している自治体は19%。

185; 13%

475; 32%

670; 45%

154; 10%

①実施した

②取組中

③把握方法について検討中

④予定なし

123; 8%

165; 11%

743; 50%

454; 31%

①構築した

②取組中

③検討・協議中

④予定なし
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11－１．地域クラブ活動の月会費（自治体数）

地域クラブ活動の参加者から徴収している金額（月額）は、「1,000円以上～2,000円未満」の
回答が最も多い。次いで「1,000円未満」の回答が多く、それぞれ全体の1/3程度を占める。

109; 32%

111; 33%

66; 19%

22; 7%

21; 6%

10; 3%

①1,000円未満

②1,000円以上～2,000円未満

③2,000円以上～3,000円未満

④3,000円以上～4,000円未満

⑤4,000円以上～5,000円未満

⑥5,000円以上
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11－２．地域クラブ活動の月会費（自治体規模別・自治体数）

5; 36%

4; 29%

3; 21%

1; 7%

1; 7%
0; 0%

28; 48%

16; 27%

7; 12%

2; 3%

2; 3%
4; 7%

①1,000円未満 ②1,000円以上～2,000円未満 ③2,000円以上～3,000円未満

④3,000円以上～4,000円未満 ⑤4,000円以上～5,000円未満 ⑥5,000円以上

②人口1万人～３万人規模

⑤人口10万人～20万人規模 ⑦人口30万人～50万人規模

①人口～１万人規模 ③人口３万人～５万人規模 ④人口５万人～10万人規模

⑥人口20万人～30万人規模 ⑧人口50万人～規模

31; 36%

26; 31%

14; 16%

5; 6%

6; 7%

3; 4%

15; 25%

25; 41%

13; 22%

3; 5%
4; 7%

0; 0%

14; 24%

21; 35%

16; 27%

6; …

1; 2%
1; 2%

2; 25%

0; 0%

3; 37%

2; 25%

1; 13%

0; 0%

3; 27%

4; 37%

3; 27%

0; 0%
1; 9%

0; 0%

8; 23%

12; 

35%

6; 18%

3; 9%

4; 12%

1; 3%
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11－３．地域クラブ活動の月会費（運営団体別）

40; 37%

33; 30%

22; 20%

7; 6%

5; 5%
2; 2%

①1,000円未満 ②1,000円以上～2,000円未満 ③2,000円以上～3,000円未満

④3,000円以上～4,000円未満 ⑤4,000円以上～5,000円未満 ⑥5,000円以上

45; 32%

47; 33%

28; 20%

9; 6%

10; 7%
2; 2%

②行政部局（教育委員会含む）で
設置した新たな任意団体

④スポーツ少年団 ⑥都道府県や地域の競技団体・
芸術文化団体

①行政部局（教育委員会含む）の
直轄運営

③総合型地域スポーツクラブ

⑤所在地の体育・スポーツ協会

18; 34%

14; 26%

11; 21%

6; 11%

3; 6%

1; 2%

26; 25%

34; 33%

23; 22%

6; 6%

11; 10%

4; 4%

20; 27%

23; 32%

19; 26%

4; 5%

7; 10%

0; 0%

29; 26%

42; 38%

22; 20%

8; 7%

7; 6%
3; 3%
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11－３．地域クラブ活動の月会費（運営団体別）

4; 27%

2; 13%
5; 33%

1; 7%

3; 20%

0; 0%

5; 39%

2; 15%
2; 15%

1; 8%

2; 15%

1; 8%

12; 21%

18; 32%14; 25%

5; 9%

7; 13%

0; 0%

8; 36%

5; 23%

7; 32%

1; 4%

0; 0% 1; 5%

18; 21%

27; 32%

21; 25%

10; 12%

7; 8%

2; 2%

①1,000円未満 ②1,000円以上～2,000円未満 ③2,000円以上～3,000円未満

④3,000円以上～4,000円未満 ⑤4,000円以上～5,000円未満 ⑥5,000円以上

⑧民間事業者

⑩地域と学校の連携・協働体制
（地域学校協働本部等）

⑫その他

⑦地域のクラブチームや
プロスポーツチーム

⑨大学

⑪保護者会、同窓会、複数の部活動が
統合して設立する団体等、
学校と関係する団体

13; 24%

15; 28%11; 21%

4; 8%

8; 15%

2; 4%
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12－１．参加する大会数の上限の設定（回答数 ※複数回答可）

「参加する大会数の上限の目安等を定めていない」自治体が最も多い。
一方で、「学校に参加する大会の精査」を求めている自治体も一定数見られる。
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④
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か
け
て
い
る

（n=1,393）
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12－２．域内の地方大会の年間開催状況の把握有無（自治体数）

域内の地方大会に関して、「学校体育団体主催大会のみ把握している」自治体が最も多く、約６割
を占める。次いで「把握していない」自治体が多く、約３割を占める。

827; 59%

190; 13%

377; 27%

8; 1%

①学校体育団体主催大会のみ把握している

②学校体育団体主催大会以外も含めて把握している

③把握していない

④その他



40

12－３．大会における部活動指導員／外部指導者の単独引率（自治体数）

部活動指導員／外部指導者の単独引率がすべての大会で認められている自治体は27％。
一部の大会で単独引率が認められていない自治体は16%。そのうち、大会主催者に対して単独引率
を可能にするよう要請している自治体は17%に留まる。

◆大会での部活動指導員／外部指導者の
単独引率可否

◆大会主催者に対する単独引率許可の要請

368; 27%

214; 16%

127; 9%98; 7%

561; 41%

①認められていない大会はない

②認められていない大会がある

③現在、大会主催者が検討・調整中であると聞いている

④現在、自治体側で検討・調整中である

⑤把握していない

33; 17%

155; 79%

8; 4%

①要請している

②要請していない

③協議に参加している

◆大会での部活動指導員／外部指導者の
単独引率可否

◆大会主催者に対する単独引率許可の要請
※左図「②認められていない大会がある」回答者を対象に調査。
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12－４．大会運営における教員の兼職兼業（自治体数）

大会運営に関する教員の兼職兼業を書面等や慣例として許可している自治体は35%。
大会運営に関する教員の兼職兼業の実態を一部でも把握している自治体は29%。

◆大会運営における教員の兼職兼業の
許可状況

◆大会運営における教員の兼職兼業の
実態把握状況

291; 22%

176; 13%

182; 13%

592; 44%

110; 8%

①書面等により許可している

②慣例的に許可している

③許可していない

④把握していない

⑤その他

144; 11%

67; 5%

178; 13%

830; 62%

120; 9%

①勤務時間の報告を受け、総労働時間を把握している

②従事日数のみ把握している

③従事していることのみ把握している

④特に把握していない

⑤その他



42

12－５．大会の形態に対するニーズ（回答数 ※複数回答可）

ニーズを感じる大会の形態として、「柔軟にチームが組める大会」の回答が最も多く、次いで
「交流を主な目的とした大会」の回答が多い。

※大会の目的や形態ごとに、ニーズの有無を調査。

415
456

559

218

583

24

326

0

200

400

600

800

①
リ
ー
グ
式
の
大
会

②
レ
ベ
ル
を
分
け
た
大
会

③
交
流
を
主
な
目
的
と
し
た
大
会

④
多
世
代
が
参
加
で
き
る
大
会

⑤
柔
軟
に
チ
ー
ム
が
組
め
る
大
会

⑥
そ
の
他

⑦
特
に
こ
れ
ら
の
需
要
は
な
い

（n=1,280）
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12－6．多様なニーズに応じた大会の開催状況（回答数 ※複数回答可）

多様なニーズに応じた大会に関して、「実施の予定はない」と回答した自治体が最も多い。
一方で、「実施に向けて検討中」と回答した自治体も一定数見られる。

9.5%
6.1%

3.8% 1.9%

19.1%

68.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

①
ス
ポ
ー
ツ
や
文
化
芸
術
に
親
し
む
こ
と
を

目
的
と
し
た
大
会
を
実
施
し
て
い
る

②
生
徒
間
の
交
流
を
主
な
目
的
と
し
た

大
会
を
実
施
し
て
い
る

③
参
加
機
会
確
保
の
た
め
の
リ
ー
グ
戦
を

導
入
し
た
大
会
を
実
施
し
て
い
る

④
そ
の
他

⑤
実
施
に
向
け
て
検
討
中

⑥
実
施
の
予
定
は
な
い

（n=734）
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12－7．大会の課題（回答数 ※複数回答可）

大会の課題として感じている事項として、「大会参加の在り方」の回答が最も多く、次いで
「大会運営の在り方」が多い。

506 487

855

500

881

36

157

0

200

400

600

800

1000

①
大
会
数

②
開
催
時
期
・
日
程

③
大
会
運
営
の
在
り
方

（
参
加
費
・
運
営
ス
タ
ッ
フ
等
）

④
大
会
形
式
・
規
模
の
在
り
方

 

（
全
国/

地
域
、

ト
ー
ナ
メ
ン
ト/

リ
ー
グ
、
レ
ベ
ル
分
け
等
）

⑤
大
会
参
加
の
在
り
方

（
参
加
資
格
、
引
率
、
参
加
数
等
）

⑥
そ
の
他

⑦
特
に
課
題
は
な
い

（n=1,344）
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